
資 料 ３

日本海・九州西広域漁業調整委員会指示(案)の概要
（九州・山口北西海域トラフグ広域資源管理関係）

１ 指示第４９号（承認制・届出制の実施）

（１）承認制・届出制の実施

① 承認制対象船舶：総トン数５トン以上のとらふぐはえ縄漁船とする。

② 承認隻数の上限：県ごとに承認隻数の上限を定める。

〔県別承認隻数上限〕

県 名 承認隻数上限

山 口 県 ５８隻

福 岡 県 ８６隻

佐 賀 県 ２２隻

長 崎 県 ９５隻

熊 本 県 １隻

広 島 県 ９隻

③ 届出制対象船舶：総トン数５トン未満のとらふぐはえ縄漁船とする。

（２）承認番号の表示

承認を受けた者にあっては、船舶の船橋両側の見やすい場所に承認番号を

表示する。

（３）漁獲成績報告書の提出

操業ごとに漁獲成績報告書を記入し、承認又は届出に基づき操業した期間

（平成２９年９月～平成３０年４月）分をまとめて平成３０年４月３０日ま

でに提出する。

（４）指示の有効期間

平成２９年５月１日から平成３０年５月３１日まで

（注：承認又は届出に基づく操業期間は平成３０年４月３０日まで）

２ 指示第５０号（操業期間の制限等）

（１）操業期間の制限

海域を５つに分け、海域及び漁法ごとに休漁期間を設定する （別紙）。

（２）小型魚の再放流

全長３０㎝以下のとらふぐを採捕したときには再放流する。

（３）指示の有効期間

平成２９年５月１日から平成３０年４月３０日まで
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（別紙）

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

浮縄
1日 9日 　　21日 　　　30日

底縄
1日 31日 1日　30日

浮縄
1日 30日 　　21日 　　　30日

底縄
1日 31日 1日　30日

浮縄
1日 30日 　　21日 　　　30日

底縄
1日 30日 1日　30日

浮縄
1日 31日 1日　30日

底縄
1日 31日 1日　30日

浮縄
1日 5日 6日　30日

底縄
1日 5日 6日　30日

（Ｄ海域）
　北緯三十三度四分の線、北
緯三十三度三十分の線、東経
百二十九度十分の線及び東経
百二十九度二十分の線により
囲まれた規制海域。

（Ｅ海域）
　長崎県長崎市大立神灯台よ
り熊本県天草市魚貫埼を結ぶ
線以東の規制海域。

漁法区域

トラフグ広域資源管理方針に係る各海域の休漁期間

（Ａ海域）
　最大高潮時海岸線上島根山
口両県界から北西の線以東の
規制海域。

平成29年 平成30年

（Ｂ海域）
　長崎県壱岐市以北の東経百
二十九度四十分以東及び長崎
県壱岐市筒城埼突端から佐賀
県唐津市神集島北端を経て佐
賀県唐津市浜崎の最大高潮時
海岸線に至る線以東の規制海
域。ただし、Ａ海域を除く。

（Ｃ海域）
　長崎県壱岐市以北の東 経百
二十九度四十分以西 及び長
崎県壱岐市筒城埼 突端から佐
賀県唐津市神集島北端を経て
佐賀県唐津市浜崎の最大高潮
時海岸線に至る線以西の規制
海域。ただし、Ｄ海域及びＥ海
域を除く。
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130ﾟE

34ﾟN

131ﾟE

128ﾟE 129ﾟE 130ﾟE

33ﾟN

32ﾟN

36ﾟN

35ﾟN

トラフグ広域資源管理方針に係る

34ﾟN

33ﾟN

32ﾟN

131ﾟE

Ａ海域

Ｂ海域

Ｃ海域

Ｄ海域

Ｅ海域

浮縄：３月21日～12月９日

底縄：４月１日～８月31日

浮縄：３月21日～11月30日

底縄：４月１日～８月31日

浮縄：３月21日～９月30日

底縄：４月１日～９月30日

浮縄：４月１日～10月31日

底縄：４月１日～10月31日

浮縄：４月６日～11月５日

底縄：４月６日～11月５日

(概念図)
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130ﾟE

34ﾟN

131ﾟE

128ﾟE 129ﾟE 130ﾟE

33ﾟN

32ﾟN

36ﾟN

35ﾟN

トラフグ広域資源管理方針に係る

34ﾟN

33ﾟN

32ﾟN

131ﾟE

Ａ海域

Ｂ海域

Ｃ海域

Ｄ海域

Ｅ海域

浮縄：12月10日～３月20日

底縄：９月１日～３月31日

浮縄：12月１日～３月20日

底縄：９月１日～３月31日

浮縄：10月１日～３月20日

底縄：10月１日～３月31日

浮縄：11月１日～３月31日

底縄：11月１日～３月31日

浮縄：11月６日～４月５日

底縄：11月６日～４月５日

(概念図)
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日
本
海
・
九
州
西
広
域
漁
業
調
整
委
員
会
指
示
第
四
十
九
号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
六
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
規

制
海
域
に
お
け
る
と
ら
ふ
ぐ
は
え
縄
漁
業
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
指
示
す
る
。

平
成
二
十
九
年
二
月
十
五
日

日
本
海
・
九
州
西
広
域
漁
業
調
整
委
員
会
会
長

橋
本

明
彦

１

定
義

こ
の
指
示
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
る
。「

規
制
海
域
」

熊
本
県
天
草
市
魚
貫
埼
と
長
崎
県
五
島
市
富
江
町
笠
山
鼻
を
結
ぶ
線
及
び

（ ）1
長
崎
県
五
島
市
富
江
町
笠
山
鼻
正
西
の
線
以
北
、
最
大
高
潮
時
海
岸
線
上
島
根
山
口
両
県
界
か

ら
正
北
の
線
以
西
の
日
本
海
及
び
東
シ
ナ
海
の
海
域
の
う
ち
我
が
国
の
排
他
的
経
済
水
域
、
領

海
及
び
内
水
（
内
水
面
を
除
く

。
た
だ
し
、
漁
業
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
三
十

）

号
）
第
二
十
七
条
に
規
定
す
る
瀬
戸
内
海
、
有
明
海
及
び
八
代
海
等
を
再
生
す
る
た
め
の
特
別

措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
二
条
に
規
定
す
る
有
明
海
及
び
八

代
海
を
除
く
。

「
と
ら
ふ
ぐ
は
え
縄
漁
業
」

動
力
漁
船
に
よ
り
は
え
縄
を
使
用
し
て
と
ら
ふ
ぐ
を
と
る
こ

（２）
と
を
目
的
と
す
る
漁
業
。

２

操
業
の
承
認

規
制
海
域
に
お
い
て
、
平
成
二
十
九
年
五
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
年
四
月
三
十
日
の
間
に
総
ト

ン
数
五
ト
ン
以
上
の
船
舶
を
使
用
し
て
と
ら
ふ
ぐ
は
え
縄
漁
業
を
営
も
う
と
す
る
者
は
、
使
用
す

る
船
舶
ご
と
に
、
日
本
海
・
九
州
西
広
域
漁
業
調
整
委
員
会
（
以
下
「
委
員
会
」
と
い
う

）
の

。

承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

承
認
隻
数
の
上
限

次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
県
ご
と
に
、
下
欄
に
掲
げ
る
承
認
隻
数
の
上
限
を
定
め
る
。

県

名

承
認
隻
数
上
限

山

口

県

五
十
八

隻

福

岡

県

八
十
六

隻

佐

賀

県

二
十
二

隻

長

崎

県

九
十
五

隻

熊

本

県

一

隻

広

島

県

九

隻
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４

承
認
証
の
交
付
及
び
備
付
け
義
務

委
員
会
は
、
２
の
承
認
を
し
た
と
き
は
、
申
請
者
に
別
記
様
式
第
一
号
に
よ
る
承
認
証
を
交

（１）
付
す
る
。

前
号
の
規
定
に
よ
り
承
認
証
の
交
付
を
受
け
た
者
は
、
当
該
承
認
に
係
る
規
制
海
域
に
お
い

（２）
て
当
該
承
認
漁
業
を
営
む
期
間
中
、
当
該
承
認
証
を
当
該
承
認
に
係
る
船
舶
内
に
備
え
付
け
て

お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

承
認
番
号
の
表
示

２
の
承
認
を
受
け
た
者
は
、
当
該
承
認
に
係
る
船
舶
の
船
橋
の
両
側
の
見
や
す
い
場
所
に
別
記

様
式
第
二
号
に
よ
り
当
該
船
舶
に
係
る
承
認
番
号
を
表
示
し
な
け
れ
ば
、
当
該
船
舶
を
当
該
承
認

に
係
る
規
制
海
域
に
お
け
る
と
ら
ふ
ぐ
は
え
縄
漁
業
に
使
用
し
て
は
な
ら
な
い
。

６

承
認
の
取
消

委
員
会
は
、
と
ら
ふ
ぐ
は
え
縄
漁
業
を
営
む
承
認
を
受
け
た
者
が
、
委
員
会
が
発
出
し
た
こ
の

指
示
に
違
反
し
た
場
合
は
、
承
認
を
取
消
す
こ
と
が
あ
る
。

７

操
業
の
届
出

規
制
海
域
に
お
い
て
、
総
ト
ン
数
五
ト
ン
未
満
の
船
舶
を
使
用
し
て
と
ら
ふ
ぐ
は
え
縄
漁
業
を

営
も
う
と
す
る
者
は
、
使
用
す
る
船
舶
ご
と
に
、
委
員
会
へ
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

８

漁
獲
成
績
報
告
書

２
の
承
認
を
受
け
た
者
及
び
７
の
届
出
を
し
た
者
は
、
当
該
承
認
又
は
届
出
に
係
る
漁
業
の
漁

獲
成
績
報
告
書
を
委
員
会
へ
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

９

取
扱
要
領

、

、

こ
の
指
示
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か

操
業
の
承
認
及
び
届
出
等
に
関
す
る
取
扱
い
に
つ
い
て
は

委
員
会
が
別
に
定
め
る
。

指
示
の
有
効
期
間

１０

こ
の
指
示
の
有
効
期
間
は
、
平
成
二
十
九
年
五
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
年
五
月
三
十
一
日
ま
で

と
す
る
。
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別記様式第一号

とらふぐはえ縄漁業承認証

承認番号

住 所

漁 業 者
氏名又は名称

船 名 総トン数

船 舶
使用権の

漁船登録番号 種類

漁業の方法

漁業根拠地

承認期間 年 月 日から 年 月 日まで

年 月 日

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長 印
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（記載例）

とらふぐはえ縄漁業承認証

承認番号 広委第１００１号

住 所 山口県萩市山川町１番２号

漁 業 者
氏名又は名称 山口太郎

船 名 第８やまぐち丸 総トン数 １０トン

船 舶
使用権の

漁船登録番号 ＹＧ２－１２３ 種類 自己所有船

漁業の方法 底縄

漁業根拠地 山口県萩市

承認期間 平成２９年８月施行日から平成３０年４月３０日まで

平成２９年 月 日
（※施行日）

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長 印
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別記様式第二号

広委○○○

備考 各文字及び数字は次により明瞭に表示すること。

（１）○○○の部分には、当該船舶に係る承認番号を表示すること。

（２）大きさは１２センチメートル大以上、太さは２.４センチメートル以上、間隔は３.

２センチメートル以上とする。

（３）文字及び数字は黒色とする。

（４）船舶の規模によっては、二段書きによる承認番号の表示も可とする。

（記載例１） （記載例２）

広委１００２ 広 委

１００２

広 委 １００２
12cm 3.2cm以上

以上

以上2.4cm
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日
本
海
・
九
州
西
広
域
漁
業
調
整
委
員
会
指
示
第
五
十
号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
六
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
規

制
海
域
に
お
け
る
と
ら
ふ
ぐ
は
え
縄
漁
業
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
指
示
す
る
。

平
成
二
十
九
年
二
月
十
五
日

日
本
海
・
九
州
西
広
域
漁
業
調
整
委
員
会
会
長

橋
本

明
彦

１

定
義

こ
の
指
示
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
る
。「

規
制
海
域
」

熊
本
県
天
草
市
魚
貫
埼
と
長
崎
県
五
島
市
富
江
町
笠
山
鼻
を
結
ぶ
線
及
び

（１）
長
崎
県
五
島
市
富
江
町
笠
山
鼻
正
西
の
線
以
北
、
最
大
高
潮
時
海
岸
線
上
島
根
山
口
両
県
界
か

ら
正
北
の
線
以
西
の
日
本
海
及
び
東
シ
ナ
海
の
海
域
の
う
ち
我
が
国
の
排
他
的
経
済
水
域
、
領

海
及
び
内
水
（
内
水
面
を
除
く

。
た
だ
し
、
漁
業
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
三
十

）

号
）
第
二
十
七
条
に
規
定
す
る
瀬
戸
内
海
、
有
明
海
及
び
八
代
海
等
を
再
生
す
る
た
め
の
特
別

措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
二
条
に
規
定
す
る
有
明
海
及
び
八

代
海
を
除
く
。

「
と
ら
ふ
ぐ
は
え
縄
漁
業
」

動
力
漁
船
に
よ
り
は
え
縄
を
使
用
し
て
と
ら
ふ
ぐ
を
と
る
こ

（２）
と
を
目
的
と
す
る
漁
業

「
浮
縄
」

と
ら
ふ
ぐ
は
え
縄
漁
業
に
お
い
て
、
海
中
を
移
動
す
る
は
え
縄
を
用
い
て
操
業

（３）
す
る
漁
法

「
底
縄
」

と
ら
ふ
ぐ
は
え
縄
漁
業
に
お
い
て
、
海
中
に
固
定
す
る
は
え
縄
を
用
い
て
操
業

（４）
す
る
漁
法

２

操
業
期
間
の
制
限

規
制
海
域
に
お
い
て
と
ら
ふ
ぐ
は
え
縄
漁
業
を
営
も
う
と
す
る
者
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ

る
区
域
に
お
い
て
は
、
中
欄
に
掲
げ
る
漁
法
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
期
間
内

は
、
と
ら
ふ
ぐ
を
目
的
と
し
た
操
業
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

区

域

漁

法

期

間

Ａ
海
域

浮

縄

平
成
二
十
九
年
五
月
一
日
か
ら
十
二
月

最
大
高
潮
時
海
岸
線
上
島

九
日
ま
で
及
び
平
成
三
十
年
三
月
二
十
一

根
山
口
両
県
界
か
ら
北
西
の

日
か
ら
四
月
三
十
日
ま
で

線
以
東
の
規
制
海
域
。

底

縄

平
成
二
十
九
年
五
月
一
日
か
ら
八
月
三

十
一
日
ま
で
及
び
平
成
三
十
年
四
月
一
日

か
ら
四
月
三
十
日
ま
で

Ｂ
海
域

浮

縄

平
成
二
十
九
年
五
月
一
日
か
ら
十
一
月

長
崎
県
壱
岐
市
以
北
の
東

三
十
日
ま
で
及
び
平
成
三
十
年
三
月
二
十
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経
百
二
十
九
度
四
十
分
以
東

一
日
か
ら
四
月
三
十
日
ま
で

及
び
長
崎
県
壱
岐
市
筒
城
埼

突
端
か
ら
佐
賀
県
唐
津
市
神

底

縄

平
成
二
十
九
年
五
月
一
日
か
ら
八
月
三

集
島
北
端
を
経
て
佐
賀
県
唐

十
一
日
ま
で
及
び
平
成
三
十
年
四
月
一
日

津
市
浜
崎
の
最
大
高
潮
時
海

か
ら
四
月
三
十
日
ま
で

岸
線
に
至
る
線
以
東
の
規
制

海
域
。
た
だ
し
、
Ａ
海
域
を

除
く
。

Ｃ
海
域

浮

縄

平
成
二
十
九
年
五
月
一
日
か
ら
九
月
三

長
崎
県
壱
岐
市
以
北
の
東

十
日
ま
で
及
び
平
成
三
十
年
三
月
二
十
一

経
百
二
十
九
度
四
十
分
以
西

日
か
ら
四
月
三
十
日
ま
で

及
び
長
崎
県
壱
岐
市
筒
城
埼

突
端
か
ら
佐
賀
県
唐
津
市
神

底

縄

平
成
二
十
九
年
五
月
一
日
か
ら
九
月
三

集
島
北
端
を
経
て
佐
賀
県
唐

十
日
ま
で
及
び
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か

津
市
浜
崎
の
最
大
高
潮
時
海

ら
四
月
三
十
日
ま
で

岸
線
に
至
る
線
以
西
の
規
制

海
域
。
た
だ
し
、
Ｄ
海
域
及

び
Ｅ
海
域
を
除
く
。

Ｄ
海
域

浮

縄

平
成
二
十
九
年
五
月
一
日
か
ら
十
月
三

北
緯
三
十
三
度
四
分
の
線

十
一
日
ま
で
及
び
平
成
三
十
年
四
月
一
日

、

北
緯
三
十
三
度
三
十
分
の
線

か
ら
四
月
三
十
日
ま
で

、

東
経
百
二
十
九
度
十
分
の
線

及
び
東
経
百
二
十
九
度
二
十

底

縄

平
成
二
十
九
年
五
月
一
日
か
ら
十
月
三

分
の
線
に
よ
り
囲
ま
れ
た
規

十
一
日
ま
で
及
び
平
成
三
十
年
四
月
一
日

制
海
域
。

か
ら
四
月
三
十
日
ま
で

Ｅ
海
域

浮

縄

平
成
二
十
九
年
五
月
一
日
か
ら
十
一
月

長
崎
県
長
崎
市
大
立
神
灯

五
日
ま
で
及
び
平
成
三
十
年
四
月
六
日
か

台
よ
り
熊
本
県
天
草
市
魚
貫

ら
四
月
三
十
日
ま
で

埼
を
結
ぶ
線
以
東
の
規
制
海

域
。

底

縄

平
成
二
十
九
年
五
月
一
日
か
ら
十
一
月

五
日
ま
で
及
び
平
成
三
十
年
四
月
六
日
か

ら
四
月
三
十
日
ま
で

（
表
中
の
緯
度
・
経
度
は
日
本
測
地
系
）

３

小
型
魚
の
再
放
流

と
ら
ふ
ぐ
は
え
縄
漁
業
を
営
む
者
は
、
規
制
海
域
に
お
い
て
は
全
長
三
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以

下
の
と
ら
ふ
ぐ
は
、
直
ち
に
放
流
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

指
示
の
有
効
期
間

こ
の
指
示
の
有
効
期
間
は
、
平
成
二
十
九
年
五
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
年
四
月
三
〇
日
ま
で
と

す
る
。
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「 」 （ ）とらふぐはえ縄漁業承認等事務取扱要領 の見直しについて 案

１．趣旨

日本海・九州西広域調整委員会指示のとらふぐはえ縄漁業の承

認及び届出に関する事務の取扱等について定めている「とらふぐ

はえ縄漁業承認等事務取扱要領」については、漁業者等の負担軽

減及び事務の簡素化・効率化を図る観点から、以下のとおり見直

しをすることとする。

２．主な変更点

（１）申請・届出については、原則として所属漁協経由とする。

（２）必要な添付書類の削減等

①承認申請及び届出はリスト方式に変更（使用する船舶の通

信機器及び電波機器の種類記載は省略 。）

②申請理由書：当初申請時は省略。

③漁船登録原簿謄本：漁船原簿の管理を行っている県におい

て確認を受けた場合は省略。

。④印鑑証明書：所属漁協を経由した申請・届出の場合は省略

⑤年間操業計画：省略。

⑥書換申請及び再交付申請の様式を追加。

（３）漁獲成績報告書については、資源管理の取組状況の把握のた

めに再放流尾数の欄（小・極小）を追加 （漁獲量の計の欄は。

省略）

以上

12



変更（案） 現行
とらふぐはえ縄漁業承認等事務取扱要領 とらふぐはえ縄漁業承認等事務取扱要領

平成29年5月1日 平成28年5月1日

　日本海・九州西広域漁業調整委員会（以下「委員会」という。）は、委員会指示第４
９号（以下「指示４９号」という。）及び同指示第５０号（以下「指示５０号」という。）のと
らふぐはえ縄漁業を営むことの承認及び届出に関する事務の取扱等につき以下の
とおり定める。

　日本海・九州西広域漁業調整委員会（以下「委員会」という。）は、委員会指示第４
５号（以下「指示４５号」という。）及び同指示第４６号（以下「指示４６号」という。）のと
らふぐはえ縄漁業を営むことの承認及び届出に関する事務の取扱等につき以下の
とおり定める。

１　事務処理の専決及び結果報告
    本事務取扱要領に基づく承認等の事務処理は、会長の専決事項として処理し、
会長は直近の委員会に結果を報告するものとする。

２　承認の対象者
    承認の対象となる者は、指示４９号の３の承認隻数上限内で各県延縄協議会等
の内部調整を経て、指示４９号の２の操業の承認を受けようとする者とする。

３　承認隻数の上限
（１）指示４９号の３による承認隻数上限の内訳について、別表１のとおりとする。
（２）委員会は、指示４９号の２による承認を受けた者の使用する船舶が、改造ある
いは代船により大型化または小型化し、当該改造あるいは代船の前後で、異なるト
ン数階層区分に属することとなり、（１）で定める総トン数別承認隻数上限に増減が
生じたときは、その結果を速やかに関係機関に通知する。

４　操業の承認をしない者
    第２項の規定にかかわらず委員会により承認を取消され、その取消しの日から１
年を経過しない者

５　承認の申請
（１）指示４９号の２のとらふぐはえ縄漁業に係る操業の承認（以下「承認」という。）
を受けようとする者は、別表２に掲げる必要な書類を、原則として、所属する漁協を
通じて７月１５日までに委員会事務局（「九州漁業調整事務所」をいう。以下「事務
局」という。）に提出しなければならない。
（２）（１）の提出期限以降に、承認を受けることを希望するに至った者については、
必要書類の１０月３１日までの提出も認めるものとする。ただし、この場合の承認の
開始日は１２月１日とする。

１　事務処理の専決及び結果報告
    本事務取扱要領に基づく承認等の事務処理は、会長の専決事項として処理し、
会長は直近の委員会に結果を報告するものとする。

２　承認の対象者
    承認の対象となる者は、指示４５号の３の承認隻数上限内で各県延縄協議会等
の内部調整を経て、指示４５号の２の操業の承認を受けようとする者とする。

３　承認隻数の上限
（１）指示４５号の３による承認隻数上限の内訳について、別表１のとおりとする。
（２）委員会は、指示４５号の２による承認を受けた者の使用する船舶が、改造ある
いは代船により大型化または小型化し、当該改造あるいは代船の前後で、異なるト
ン数階層区分に属することとなり、（１）で定める総トン数別承認隻数上限に増減が
生じたときは、その結果を速やかに関係機関に通知する。

４　操業の承認をしない者
    第２項の規定にかかわらず委員会により承認を取消され、その取消しの日から１
年を経過しない者

５　承認の申請
（１）指示４５号の２のとらふぐはえ縄漁業に係る操業の承認（以下「承認」という。）
を受けようとする者は、別表２に掲げる必要な書類を、原則として、７月１５日までに
委員会事務局（「九州漁業調整事務所」をいう。以下「事務局」という。）に提出しな
ければならない。
（２）（１）の提出期限以降に、承認を受けることを希望するに至った者については、
必要書類の１０月３１日までの提出も認めるものとする。ただし、この場合の承認の
開始日は１２月１日とする。

とらふぐはえ縄漁業承認等事務取扱要領（案）
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変更（案） 現行
６  承認期間中の承認の申請
    次の各号のいずれかに該当する場合で、承認を受けようとする者は、別表２に
揚げる必要な書類を、事務局に提出しなければならない。
（１）承認を受けた者が、当該承認に係る期間中に、当該承認に係る船舶を当該承
認に係る規制海域においてとらふぐはえ縄漁業に使用することを廃止し、当該承認
に係る期間の残存期間につき、他の船舶について当該承認を申請する場合
（２）承認を受けた者が、当該承認に係る期間中に、当該承認に係る船舶が滅失
し、又は沈没したため、当該承認に係る期間の残存期間につき、他の船舶について
当該承認を申請する場合
（３）承認を受けた者から、当該承認に係る期間中に、当該承認に係る船舶を譲り
受け、借り受け、その返還を受け、その他相続又は法人の合併若しくは分割等の事
由により当該船舶を使用する権利を取得して当該承認に係る規制海域においてと
らふぐはえ縄漁業を営もうとする者が、当該承認に係る期間の残存期間につき、当
該船舶について承認を申請する場合

６  承認期間中の承認の申請
    次の各号のいずれかに該当する場合で、承認を受けようとする者は、別表２に
揚げる必要な書類を、事務局に提出しなければならない。
（１）承認を受けた者が、当該承認に係る期間中に、当該承認に係る船舶を当該承
認に係る規制海域においてとらふぐはえ縄漁業に使用することを廃止し、当該承認
に係る期間の残存期間につき、他の船舶について当該承認を申請する場合
（２）承認を受けた者が、当該承認に係る期間中に、当該承認に係る船舶が滅失
し、又は沈没したため、当該承認に係る期間の残存期間につき、他の船舶について
当該承認を申請する場合
（３）承認を受けた者から、当該承認に係る期間中に、当該承認に係る船舶を譲り
受け、借り受け、その返還を受け、その他相続又は法人の合併若しくは分割等の事
由により当該船舶を使用する権利を取得して当該承認に係る規制海域においてと
らふぐはえ縄漁業を営もうとする者が、当該承認に係る期間の残存期間につき、当
該船舶について承認を申請する場合

７　承認証の書換交付の申請
    承認を受けた者（共同経営、相続又は合併等により当該承認を受けた者の地位
を承継した者を含む。）は、承認証の記載事項に変更を生じたときは、別表２に掲げ
る必要な書類を、速やかに、事務局に提出しなければならない。

８　承認証の再交付の申請
    承認を受けた者は、承認証を亡失、又はき損したときは、別表２に掲げる必要な
書類を、速やかに、事務局に提出しなければならない。

９　承認証の返納
    承認を受けた者は、当該承認に係る期間が経過したとき、又は当該承認がその
効力を失い、若しくは取消されたときは、速やかに、その承認証を事務局に返納し
なければならない。

１０　届出
    指示４９号の７の届出（以下「届出」という。）をしようとする者は、別表２に掲げる
必要な書類を、原則として、所属する漁協を通じて操業開始予定日の１月前までに
事務局に提出しなければならない。

１１　変更の届出
    届出をした者は、届出書の記載事項に変更が生じたときは、別表２に掲げる必
要な書類を、速やかに、事務局に提出しなければならない。

７　承認証の書換交付の申請
    承認を受けた者（共同経営、相続又は合併等により当該承認を受けた者の地位
を承継した者を含む。）は、承認証の記載事項に変更を生じたときは、別表２に掲げ
る必要な書類を、速やかに、事務局に提出しなければならない。

８　承認証の再交付の申請
    承認を受けた者は、承認証を亡失、又はき損したときは、別表２に掲げる必要な
書類を、速やかに、事務局に提出しなければならない。

９　承認証の返納
    承認を受けた者は、当該承認に係る期間が経過したとき、又は当該承認がその
効力を失い、若しくは取消されたときは、速やかに、その承認証を事務局に返納し
なければならない。

１０　届出
    指示４５号の７の届出（以下「届出」という。）をしようとする者は、別表２に掲げる
必要な書類を、操業開始予定日の１月前までに事務局に提出しなければならない。

１１　変更の届出
    届出をした者は、届出書の記載事項に変更が生じたときは、別表２に掲げる必
要な書類を、速やかに、事務局に提出しなければならない。
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変更（案） 現行
１２　漁獲成績報告書の様式及び提出期限
    承認を受けた者及び届出を行った者は、様式第１１号又は様式第１２号による漁
獲成績報告書を、指示４９号の２又は７に基づき操業した期間をまとめて４月３０日
までに、事務局に提出しなければならない。

１３　裏付け命令の申請
    委員会は、国及び県の漁業取締機関から、指示４９号及び指示５０号に違反した
ことを現認し指導したが是正が期待できないとの報告を受けたときは、漁業法第６８
条第４項で準用する同法第６７条第８項の規定に基づき、農林水産大臣に対して、
当該違反者に当該委員会指示に従うべきことを命ずべき旨を申請する。

１４　承認の取消
    委員会は、承認を受けた者が、漁業法第６８条第４項で準用する同法第６７条第
１１項の規定に基づく農林水産大臣の命令に違反した場合は、承認を取消す。

１２　漁獲成績報告書の様式及び提出期限
    承認を受けた者及び届出を行った者は、様式第１０号又は様式第１１号による漁
獲成績報告書を、指示４５号の２又は７に基づき操業した期間をまとめて４月３０日
までに、事務局に提出しなければならない。

１３　裏付け命令の申請
    委員会は、国及び県の漁業取締機関から、指示４５号及び指示４６号に違反した
ことを現認し指導したが是正が期待できないとの報告を受けたときは、漁業法第６８
条第４項で準用する同法第６７条第８項の規定に基づき、農林水産大臣に対して、
当該違反者に当該委員会指示に従うべきことを命ずべき旨を申請する。

１４　承認の取消
    委員会は、承認を受けた者が、漁業法第６８条第４項で準用する同法第６７条第
１１項の規定に基づく農林水産大臣の命令に違反した場合は、承認を取消す。

別　表　１ 別　表　１

５トン以上１０トン未満 １０トン以上

山口県 ２０隻 ３８隻

福岡県 ３８隻 ４８隻

佐賀県 １６隻 ６隻

長崎県 ８６隻 ９隻

熊本県 １隻 －

広島県 ３隻 ６隻

県名
総トン数別承認隻数上限

５トン以上１０トン未満 １０トン以上

山口県 ２０隻 ３８隻

福岡県 ３８隻 ４８隻

佐賀県 １６隻 ６隻

長崎県 ８６隻 ９隻

熊本県 １隻 －

広島県 ３隻 ６隻

県名
総トン数別承認隻数上限
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変更（案） 現行
別　表　２ 別　表　２

とらふぐはえ縄漁業承認申請等に必要な書類の一覧表 とらふぐはえ縄漁業承認申請等に必要な書類の一覧表

代船 承継
記載事項
の変更

相続合併
出漁前
届出

変更の
届出

申請書又は届出書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

申請理由書 ○ ○ ○ ○ ○ ○

漁船登録原簿謄本 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

船舶使用承諾書 △ △ △ △ △

代表者選定届 △ △ △ △ △

印鑑証明書 ○ ○ ○ ○ ○ ○

年間操業計画 ○ ○ ○

海難事故報告書写し △

廃業届 ○ ○

紛失届 ○

相続相関図 △

相続同意書 △

戸籍謄本 △

合併契約書 △

旧承認証 △ ○ ○ ○ △

（別表注）
１．申請書は、別紙様式第１号によること。
２．届出書は、別紙様式第２号によること。
３．船舶使用承諾書は、別紙様式第３号によること。
４．代表者選定届は、別紙様式第４号によること。
５．年間操業計画書は、別紙様式第５号によること。
６．廃業届は、別紙様式第６号によること。
７．紛失届は、別紙様式第７号によること。
８．相続同意書は、別紙様式第８号によること。
９．変更の届出は、別紙様式第９号によること。
10．○印を付した書類は必須のものであり、△印を付した書類は添付書類注釈を参照し、該当する申請の
みに添付すること。

添付書類注釈
１．船舶使用承諾書は、申請に係る船舶が、自己所有船以外の場合に添付する。船名、船舶の使用期
間、使用権の種類、賃借権の額及びその他必要な事項が記載されているものとする。
２．代表者選定届は、共同経営の場合に添付する。
３．漁船登録原簿謄本及び印鑑証明書は、証明後３ヶ月以内のものとする。

届出
承認期間
前申請

承認期間中の申請 書換申請

再交付
代船 承継

記載事項
の変更

相続合併
出漁前
届出

変更の
届出

申請書又は届出書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

申請理由書 ○ ○ ○ ○ ○

漁船登録原簿謄本 △ △ △ △ △ △ △

船舶使用承諾書 △ △ △ △ △

代表者選定届 △ △ △ △ △

印鑑証明書 △ △ △ △ △ △

海難事故報告書写し △

廃業届 ○ ○

紛失届 △

相続相関図 △

相続同意書 △

戸籍謄本 △

合併契約書 △

旧承認証 △ ○ ○ ○ △

（別表注）
１．承認申請書は、別紙様式第１号及び第１号の２によること。
２．書換申請書は、別紙様式第２号及び第１号の２によること。
３．再交付申請書は、別紙様式第３号及び第１号の２によること。
４．届出書は、別紙様式第４号及び第４号の２によること。
５．変更届出書は、別紙様式第５号及び第４号の２によること。
６．船舶使用承諾書は、別紙様式第６号によること。
７．代表者選定届は、別紙様式第７号によること。
８．廃業届は、別紙様式第８号によること。
９．紛失届は、別紙様式第９号によること。
10．相続同意書は、別紙様式第10号によること。
11．○印を付した書類は必須のものであり、△印を付した書類は添付書類注釈を参照し、該当する申請
のみに添付すること。

添付書類注釈
１．船舶使用承諾書は、申請に係る船舶が、自己所有船以外の場合に添付する。船名、船舶の使用期
間、使用権の種類、賃借権の額及びその他必要な事項が記載されているものとする。
２．代表者選定届は、共同経営の場合に添付する。
３．漁船登録原簿謄本は、申請者が当該申請に係る船舶について、漁船法第十条に規定する登録を受け
たものである旨の確認を都道府県から受けたときは、申請に当たり、原簿謄本の添付を省略することがで
きる。なお、当該証明書の添付を要する場合は、証明後３ヶ月以内のものとする。
４．印鑑証明書は、所属する漁協を通じて申請する者においては、当該証明書の添付を省略することがで
きる。なお、当該証明書の添付を要する場合は、証明後３ヶ月以内のものとする。

再交付
承認期間
前申請

承認期間中の申請 届出書換申請

16



変更（案） 現行
様式第１号

    年　　月　　日

　日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

申請者住所

氏名（漁協又は法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

備考： 用紙は、日本工業規格Ａ４とする。

　様式第１号の２に記載された申請者の漁船登録に関する記載事項について、漁船原簿
の記載内容と相違がないことを確認した。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　確認者：職　・　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

とらふぐはえ縄漁業承認申請書

　様式第１号の２に記載の者○○名が、日本海・九州西広域漁業調整委員会指示に基
づく、とらふぐはえ縄漁業について、次のとおり（関係書類を添えて）承認を申請します。

　日本海・九州西広域漁業調整委員会指示に基づく、とらふぐはえ縄漁業について、様
式第１号の２に記載のとおり、関係書類を添えて承認を申請します。

様式第１号

    年　　月　　日

　日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

１　使用する船舶

（１）船名

（２）漁船登録番号

（３）船舶総トン数

（４）使用権の種類：（自己所有船、使用貸借権、賃借権）

（５）通信機器の種類

（６）電波機器の種類

２　漁業の方法：浮縄、底縄

３　漁業根拠地

４　主な操業区域：Ａ海域、Ｂ海域、Ｃ海域、Ｄ海域、Ｅ海域

５　主な漁獲物等陸揚港

備考： １．用紙は、日本工業規格Ａ４とする。

２．通信機器は、無線１Ｗ、船舶電話等を記載すること。

３．電波機器は、レーダー、ＧＰＳ等を記載すること。　　

４．漁業の方法は該当するものに○をすること。

５．主な操業区域は該当するものに○をすること。

とらふぐはえ縄漁業承認申請書

　下記によりとらふぐはえ縄漁業に係る日本海・九州西広域漁業調整委員会の承認を受
けたいので、関係書類を添えて申請します。

記
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変更（案） 現行

様
式

第
１号

の
２

漁
業

の
方

法

船
名

漁
船

登
録

番
号

船
舶

総
トン

数
使

用
権

浮
縄

、底
縄

（変
更

前
）

（変
更

後
）

〔備
考

〕
１．

使
用

権
の

種
類

は
、自

己
所

有
船

、使
用

貸
借

権
、賃

借
権

の
うち

、該
当

す
る

もの
を

記
入

す
る

こと
。

２．
漁

業
の

方
法

は
、該

当
す

る
もの

を
記

入
す

る
こと

。
３．

主
な

操
業

区
域

は
、別

図
の

区
分

（Ａ
海

域
、Ｂ

海
域

、Ｃ
海

域
、Ｄ

海
域

、Ｅ
海

域
）を

記
入

す
る

こと
。

４．
１枚

で
記

入
で

き
な

い
場

合
は

、適
宜

追
加

して
記

入
す

る
こと

。
５．

書
換

申
請

の
場

合
は

、二
段

書
き

とし
、変

更
前

を
上

段
に

、変
更

後
を

下
段

に
記

入
す

る
こと

。
６．

再
交

付
申

請
の

場
合

は
、備

考
欄

に
再

交
付

の
原

因
を

記
入

す
る

こと
。

主
な

漁
獲

物
等

陸
揚

港
申

請
者

証
明

印
備

考
承

認
番

号
氏

名
(法

人
に

あ
っ

て
は

、名
称

及
び

代
表

者
の

氏
名

）
申

請
者

住
所

使
用

す
る

船
舶

漁
業

根
拠

地
主

な
操

業
区

域
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変更（案） 現行

様式第２号

    年　　月　　日

　日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

申請者住所

氏名（漁協又は法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

備考： 用紙は、日本工業規格Ａ４とする。

　様式第１号の２に記載された申請者の漁船登録に関する記載事項について、漁船原簿
の記載内容と相違がないことを確認した。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　確認者：職　・　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

とらふぐはえ縄漁業承認書換申請書

　　　年　　月　　日付けで提出したとらふぐはえ縄漁業承認申請書の記載事項に様式第
１号の２のとおり変更が生じたので、（関係書類を添えて）申請します。
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変更（案） 現行

様式第３号

    年　　月　　日

　日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

申請者住所

氏名（漁協又は法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

備考： 用紙は、日本工業規格Ａ４とする。

とらふぐはえ縄漁業承認証再交付申請書

　様式第１号の２に係るとらふぐはえ縄漁業の承認証について、再交付を申請します。
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変更（案） 現行

様式第４号

    年　　月　　日

　日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

届出者住所

氏名（漁協又は法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

備考： 用紙は、日本工業規格Ａ４とする。

　様式第４号の２に記載された届出者の漁船登録に関する記載事項について、漁船原簿
の記載内容と相違がないことを確認した。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　確認者：職　・　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

とらふぐはえ縄漁業出漁届出書

　様式第４号の２に記載の者○○名が、日本海・九州西広域漁業調整委員会指示に基
づく、とらふぐはえ縄漁業の規制海域に出漁しますので、次のとおり（関係書類を添えて）
届け出します。

　日本海・九州西広域漁業調整委員会指示に基づく、とらふぐはえ縄漁業の規制海域に
出漁しますので、様式第４号の２に記載のとおり、関係書類を添えて届け出します。

様式第２号

    年　　月　　日

　日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

１　使用する船舶

（１）船名

（２）漁船登録番号

（３）船舶総トン数

２　漁業の方法：浮縄、底縄

３　主な操業区域：Ａ海域、Ｂ海域、Ｃ海域、Ｄ海域、Ｅ海域

４　主な漁獲物等陸揚港

備考： １．用紙は、日本工業規格Ａ４とする。

２．漁業の方法は該当するものに○をすること。

３．主な操業区域は該当するものに○をすること。

記

とらふぐはえ縄漁業出漁届出書

　下記によりとらふぐはえ縄漁業に係る日本海・九州西広域漁業調整委員会の規制海域
に出漁しますので、関係書類を添えて届け出します。
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変更（案） 現行
様

式
第

４
号

の
２

漁
業

の
方

法

船
名

漁
船

登
録

番
号

船
舶

総
トン

数
浮

縄
、底

縄

（変
更

前
）

（変
更

後
）

〔備
考

〕
１

．漁
業

の
方

法
は

、該
当

す
る

も
の

を
記

入
す

る
こ

と
。

２
．主

な
操

業
区

域
は

、別
図

の
区

分
（Ａ

海
域

、Ｂ
海

域
、Ｃ

海
域

、Ｄ
海

域
、Ｅ

海
域

）を
記

入
す

る
こ

と
。

３
．１

枚
で

記
入

で
き

な
い

場
合

は
、適

宜
追

加
し

て
記

入
す

る
こ

と
。

４
．変

更
届

の
場

合
は

、二
段

書
き

と
し

、変
更

前
を

上
段

に
、変

更
後

を
下

段
に

記
入

す
る

こ
と

。

届
出

者
証

明
印

備
考

届
出

番
号

氏
名

(法
人

に
あ

っ
て

は
、名

称
及

び
代

表
者

の
氏

名
）

届
出

者
住

所
使

用
す

る
船

舶
主

な
操

業
区

域
主

な
漁

獲
物

等
陸

揚
港
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変更（案） 現行

様式第９号

    年　　月　　日

　日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

住所

　　印 氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　印

備考：用紙は、日本工業規格Ａ４とすること。

変　更　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後

とらふぐはえ縄漁業出漁変更届出書

記

　　　年　　月　　日付けで届け出たとらふぐはえ縄漁業出漁届出書の記載事項に下記の
とおり変更が生じたので、関係書類を添えて届け出します。

様式第５号

    年　　月　　日

　日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

届出者住所

氏名（漁協又は法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　

備考：用紙は、日本工業規格Ａ４とすること。

　様式第４号の２に記載された届出者の漁船登録に関する記載事項について、漁船原簿
の記載内容と相違がないことを確認した。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　確認者：職　・　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

とらふぐはえ縄漁業出漁変更届出書

　　　年　　月　　日付けで届け出たとらふぐはえ縄漁業出漁届出書の記載事項に様式第
４号の２のとおり変更が生じたので、関係書類を添えて届け出します。
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変更（案） 現行

様式第３号

    年　　月　　日

　住所

　氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　殿

住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

　貴殿が下記の船舶をとらふぐはえ縄漁業に使用することを承諾します。

１　漁船登録番号

２　船　　　　名

３　船舶総トン数

４　使用権の種類　　使用貸借権

賃　借　権（賃借料）　　（月　　　　円也）

５　使用期間　　　　年　　月　　日　　から　　年　　月　　日まで

備考： １．用紙は、日本工業規格Ａ４にすること。

２．賃借料が定額でない場合は、理由を付すこと。

船舶使用承諾書

記

様式第６号

    年　　月　　日

　住所

　氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　殿

住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

　貴殿が下記の船舶をとらふぐはえ縄漁業に使用することを承諾します。

１　漁船登録番号

２　船　　　　名

３　船舶総トン数

４　使用権の種類　　使用貸借権

賃　借　権（賃借料）　　（月　　　　円也）

５　使用期間　　　　年　　月　　日　　から　　年　　月　　日まで

備考： １．用紙は、日本工業規格Ａ４にすること。

２．賃借料が定額でない場合は、理由を付すこと。

船舶使用承諾書

記
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変更（案） 現行

様式第７号

    年　　月　　日

　日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

備考：用紙は日本工業規格Ａ４とする。

代 表 者 選 定 届

記

　下記の者を　　　　　丸に係るとらふぐはえ縄漁業の共同経営者の代表者に選定したの
で、届け出します。

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

様式第４号

    年　　月　　日

　日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

備考：用紙は日本工業規格Ａ４とする。

代 表 者 選 定 届

記

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　下記の者を　　　　　丸に係るとらふぐはえ縄漁業の共同経営者の代表者に選定したの
で、届け出します。
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変更（案） 現行

様式第５号 （削除） 様式第５号

    年　　月　　日

　日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

丸

備考： １．用紙は日本工業規格Ａ４とする。

２．当該船舶の年間従事する漁業種類をすべて記入すること。

３．１枚で記入できない場合には、適宜追加して記入すること。

年間操業計画書

漁　業　者 漁　業　種　類 操　業　区　域 期　　　間
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変更（案） 現行

様式第６号

    　　 　　     年　　月　　日

  日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

　下記の船舶はとらふぐはえ縄漁業に使用することを廃止します。

１　船　　　　名

２　船舶総トン数

３　漁船登録番号

４　承認番号

備考：用紙は日本工業規格Ａ４とする。

廃　　業　　届

記

様式第８号

    年　　月　　日

  日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

　下記の船舶はとらふぐはえ縄漁業に使用することを廃止します。

１　船　　　　名

２　船舶総トン数

３　漁船登録番号

４　承認番号

備考：用紙は日本工業規格Ａ４とする。

廃　　業　　届

記
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変更（案） 現行

様式第７号

    　　 　　     年　　月　　日

  日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

１　船　　　　名

２　船舶総トン数

３　漁船登録番号

４　承認番号

備考：用紙は日本工業規格Ａ４とする。

紛　　失　　届

記

　下記の船舶に係るとらふぐはえ縄漁業の承認証を紛失したので、関係書類を添えて届
け出します。

様式第９号

    年　　月　　日

  日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　印

１　船　　　　名

２　船舶総トン数

３　漁船登録番号

４　承認番号

５　紛失の原因

備考：用紙は日本工業規格Ａ４とする。

紛　　失　　届

記

　下記の船舶に係るとらふぐはえ縄漁業の承認証を紛失したので、関係書類を添えて届
け出します。
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変更（案） 現行

様式第８号

    　　 　　     年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

住所

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　印

　下記のとらふぐはえ縄漁業について、貴殿が相続することに同意いたします。

１　漁業の名称

２　漁船登録番号

３　船　　　　名

４　船舶総トン数

備考：用紙は、日本工業規格Ａ４とすること。

相　続　同　意　書

記

様式第10号

    年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

住所

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　印

　下記のとらふぐはえ縄漁業について、貴殿が相続することに同意いたします。

１　漁業の名称

２　漁船登録番号

３　船　　　　名

４　船舶総トン数

備考：用紙は、日本工業規格Ａ４とすること。

相　続　同　意　書

記
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変更（案） 現行
様式第１０号

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

計

１．この報告書は、操業期間中、毎日記入すること。

２．この報告書は、指示４５号の２に基づき操業した期間分をまとめて４月３０日までに、事務局に報告すること。

３．氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。

４．操業位置の欄には、1日に２回以上操業した主要漁場位置を農林漁区の小漁区まで記入すること。

５．漁獲量の欄には、１日に２回以上操業した場合は操業ごとに大、中、小の銘柄別に尾数単位で記入し、水揚げした日は

　とらふぐの大、中、小の銘柄別に重量をkg単位で記入すること。

　　なお、銘柄の目安は次のとおりとする。　大：１．５㎏以上（４５㎝以上）、中：７００ｇ以上～１．４９㎏以下（３５㎝以上～

　４４．９㎝以下）、小：６９９ｇ以下（３４．９㎝以下）

６．漁獲がない場合は０を記載する。

とらふぐ漁獲量（尾数・ｋｇ）月日 操業位置 漁法 使用
鉢数

大 中 小

備考

漁船登録番号 １鉢の使用針数

とらふぐはえ縄漁業漁獲成績報告書（承認船）

報告日：平成　　年　　月　　日

漁 業 者 住 所

漁業者氏名又は名称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

承 認 番 号 船　名 総トン数

様
式

第
１

１
号

日
本

海
・
九

州
西

広
域

漁
業

調
整

委
員

会
会

長
　

殿

平
成

　
　

年
　

　
月

　
　

日
～

平
成

　
　

年
　

　
月

　
　

日

小
極

小

(3
0
.1

c
m

以
上

～
3
4
.9

㎝
以

下
)

(3
0
.0

c
m

以
下

)

(6
2
5
.1

ｇ
以

上
～

6
9
9
ｇ
以

下
)

(6
2
5
ｇ
以

下
)

尾
数

ｋ
ｇ

尾
数

ｋ
ｇ

尾
数

尾
数

尾
数

１
．

こ
の

報
告

書
は

、
操

業
期

間
中

、
毎

日
記

入
す

る
こ

と
。

２
．

こ
の

報
告

書
は

、
指

示
４

９
号

の
２

に
基

づ
き

操
業

し
た

期
間

分
を

ま
と

め
て

４
月

３
０

日
ま

で
に

、
事

務
局

に
報

告
す

る
こ

と
。

３
．

氏
名

を
自

署
す

る
場

合
に

お
い

て
は

、
押

印
を

省
略

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

４
．

操
業

位
置

の
欄

に
は

、
1
日

に
２

回
以

上
操

業
し

た
場

合
は

操
業

ご
と

に
主

要
漁

場
位

置
を

農
林

漁
区

の
小

漁
区

ま
で

記
入

す
る

こ
と

。

５
．

漁
獲

量
の

欄
に

は
、

1
日

に
２

回
以

上
操

業
し

た
場

合
は

操
業

ご
と

に
大

、
中

、
小

の
銘

柄
別

に
尾

数
単

位
で

記
入

し
、

水
揚

げ
し

た
日

は
と

ら
ふ

ぐ
の

大
、

中
、

小
の

銘
柄

別
に

　
重

量
を

k
g
単

位
で

記
入

す
る

こ
と

。

６
．

漁
獲

が
な

い
場

合
は

０
を

記
入

す
る

。

７
．

再
放

流
尾

数
の

欄
に

は
、

1
日

に
２

回
以

上
操

業
し

た
場

合
は

操
業

ご
と

に
小

及
び

極
小

の
銘

柄
別

に
尾

数
を

記
入

す
る

。

備
考

（
1
.5

㎏
以

上
）

(7
0
0
ｇ
以

上
～

1
.4

9
㎏

以
下

)
(6

2
5
.1

ｇ
以

上
～

6
9
9
ｇ
以

下
)

ｋ
ｇ

月
日

操
業

位
置

漁
法

使
用

鉢
数

と
ら

ふ
ぐ

漁
獲

量
（
尾

数
・
ｋ
ｇ
）

(4
5
㎝

以
上

）
(3

5
㎝

以
上

～
4
4
.9

㎝
以

下
)

(3
0
.1

c
m

以
上

～
3
4
.9

㎝
以

下
)

と
ら

ふ
ぐ

は
え

縄
漁

業
漁

獲
成

績
報

告
書

（
承

認
船

）

報
告

日
：
平

成
　

　
年

　
　

月
　

　
日

漁
 業

 者
 住

 所

漁
業

者
氏

名
又

は
名

称
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
印

と
ら

ふ
ぐ

再
放

流
尾

数

大
中

小

承
 認

 番
 号

船
　

名
総

ト
ン

数
漁

船
登

録
番

号
１

鉢
の

使
用

針
数

30



変更（案） 現行

様式第１１号

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

計

１．この報告書は、操業期間中、毎日記入すること。

２．この報告書は、指示４５号の２に基づき操業した期間分をまとめて４月３０日までに、事務局に報告すること。

３．氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。

４．操業位置の欄には、1日に２回以上操業した主要漁場位置を農林漁区の小漁区まで記入すること。

５．漁獲量の欄には、１日に２回以上操業した場合は操業ごとに大、中、小の銘柄別に尾数単位で記入し、水揚げした日は

　とらふぐの大、中、小の銘柄別に重量をkg単位で記入すること。

　　なお、銘柄の目安は次のとおりとする。　大：１．５㎏以上（４５㎝以上）、中：７００ｇ以上～１．４９㎏以下（３５㎝以上～

　４４．９㎝以下）、小：６９９ｇ以下（３４．９㎝以下）

６．漁獲がない場合は０を記載する。

とらふぐはえ縄漁業漁獲成績報告書（届出船）

報告日：平成　　年　　月　　日

漁 業 者 住 所

漁業者氏名又は名称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

１鉢の使用針数届出年月日 船　名 総トン数 漁船登録番号

小

月日 操業位置 漁法 使用
鉢数

とらふぐ漁獲量（尾数・ｋｇ）

大 中

備考

様
式

第
１

２
号

日
本

海
・
九

州
西

広
域

漁
業

調
整

委
員

会
会

長
　

殿

平
成

　
　

年
　

　
月

　
　

日
～

平
成

　
　

年
　

　
月

　
　

日

小
極

小

(3
0
.1

c
m

以
上

～
3
4
.9

㎝
以

下
)

(3
0
.0

c
m

以
下

)

(6
2
5
.1

ｇ
以

上
～

6
9
9
ｇ
以

下
)

(6
2
5
ｇ
以

下
)

尾
数

ｋ
ｇ

尾
数

ｋ
ｇ

尾
数

尾
数

尾
数

１
．

こ
の

報
告

書
は

、
操

業
期

間
中

、
毎

日
記

入
す

る
こ

と
。

２
．

こ
の

報
告

書
は

、
指

示
４

９
号

の
２

に
基

づ
き

操
業

し
た

期
間

分
を

ま
と

め
て

４
月

３
０

日
ま

で
に

、
事

務
局

に
報

告
す

る
こ

と
。

３
．

氏
名

を
自

署
す

る
場

合
に

お
い

て
は

、
押

印
を

省
略

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

４
．

操
業

位
置

の
欄

に
は

、
1
日

に
２

回
以

上
操

業
し

た
場

合
は

操
業

ご
と

に
主

要
漁

場
位

置
を

農
林

漁
区

の
小

漁
区

ま
で

記
入

す
る

こ
と

。

５
．

漁
獲

量
の

欄
に

は
、

1
日

に
２

回
以

上
操

業
し

た
場

合
は

操
業

ご
と

に
大

、
中

、
小

の
銘

柄
別

に
尾

数
単

位
で

記
入

し
、

水
揚

げ
し

た
日

は
と

ら
ふ

ぐ
の

大
、

中
、

小
の

銘
柄

別
に

　
重

量
を

k
g
単

位
で

記
入

す
る

こ
と

。

６
．

漁
獲

が
な

い
場

合
は

０
を

記
入

す
る

。

７
．

再
放

流
尾

数
の

欄
に

は
、

1
日

に
２

回
以

上
操

業
し

た
場

合
は

操
業

ご
と

に
小

及
び

極
小

の
銘

柄
別

に
尾

数
を

記
入

す
る

。

と
ら

ふ
ぐ

は
え

縄
漁

業
漁

獲
成

績
報

告
書

（
届

出
船

）

報
告

日
：
平

成
　

　
年

　
　

月
　

　
日

漁
 業

 者
 住

 所

漁
業

者
氏

名
又

は
名

称
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
印

届
出

年
月

日
船

　
名

総
ト

ン
数

漁
船

登
録

番
号

１
鉢

の
使

用
針

数

月
日

操
業

位
置

漁
法

使
用

鉢
数

と
ら

ふ
ぐ

漁
獲

量
（
尾

数
・
ｋ
ｇ
）

と
ら

ふ
ぐ

再
放

流
尾

数

(4
5
㎝

以
上

）
(3

5
㎝

以
上

～
4
4
.9

㎝
以

下
)

(3
0
.1

c
m

以
上

～
3
4
.9

㎝
以

下
)

大
中

小

（
1
.5

㎏
以

上
）

(7
0
0
ｇ
以

上
～

1
.4

9
㎏

以
下

)
(6

2
5
.1

ｇ
以

上
～

6
9
9
ｇ
以

下
)

ｋ
ｇ

備
考
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変更（案） 現行
（記載例）

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

平成２８年９月１日～平成２９年４月５日

計

10.1   223-2 30 6

2   223-6 20 5

3   224-7 30 8

  〃   224-6 40 4

4   991-3 20 9

5   982-2 20 11

6 ６２.４㎏

10   223-5 30 6

  〃   223-4 30 1

12   224-3 40 5

13   224-6 20 9

14 ３２.４㎏

20   991-2 20 0

21   991-3 40 4

22   223-1 40 10

23   223-2 30 7

１．この報告書は、操業期間中、毎日記入すること。

２．この報告書は、指示４５号の２に基づき操業した期間分をまとめて４月３０日までに、事務局に報告すること。

３．氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。

４．操業位置の欄には、1日に２回以上操業した主要漁場位置を農林漁区の小漁区まで記入すること。

５．漁獲量の欄には、１日に２回以上操業した場合は操業ごとに大、中、小の銘柄別に尾数単位で記入し、水揚げした日は

　とらふぐの大、中、小の銘柄別に重量をkg単位で記入すること。

　　なお、銘柄の目安は次のとおりとする。　大：１．５㎏以上（４５㎝以上）、中：７００ｇ以上～１．４９㎏以下（３５㎝以上～

　４４．９㎝以下）、小：６９９ｇ以下（３４．９㎝以下）

６．漁獲がない場合は０を記載する。

とらふぐはえ縄漁業漁獲成績報告書（承認船）

報告日：平成２９年４月２０日

漁 業 者 住 所 山口県萩市山川町１番２号

漁業者氏名又は名称 山口太郎

承 認 番 号 船　名 総トン数 漁船登録番号 １鉢の使用針数

広委第1001号

中

第８やまぐち丸 １０トン ＹＧ２－１２３ ８０針

 〃  

 〃  

小

浮縄 3 2

月日 操業位置 漁法 使用
鉢数

とらふぐ漁獲量（尾数・ｋｇ）

大

 〃  

 〃  

2

 〃  

 〃  

底縄

１７.５kg

0

 〃  

 〃  

 〃  

0

2

0

0

備考

1

0

2

0

5

3

３３.０㎏

3

 〃  

 〃  

〃

3

3

1

4

2

3

  ９.０㎏

2

5

２０.４㎏

1

0

1

5

　９.１kg

0

2
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とらふぐはえ縄漁業承認等事務取扱要領（案）

平成２９年５月１日

日本海・九州西広域漁業調整委員会（以下「委員会」という ）は、委員会指示第４９。

号（以下「指示４９号」という ）及び同指示第５０号（以下「指示５０号」という ）の。 。

とらふぐはえ縄漁業を営むことの承認及び届出に関する事務の取扱等につき以下のとおり

定める。

１ 事務処理の専決及び結果報告

本事務取扱要領に基づく承認等の事務処理は、会長の専決事項として処理し、会長は

直近の委員会に結果を報告するものとする。

２ 承認の対象者

承認の対象となる者は、指示４９号の３の承認隻数上限内で各県延縄協議会等の内部

調整を経て、指示４９号の２の操業の承認を受けようとする者とする。

３ 承認隻数の上限

（１）指示４９号の３による承認隻数上限の内訳について、別表１のとおりとする。

（２）委員会は、指示４９号の２による承認を受けた者の使用する船舶が、改造あるいは

代船により大型化または小型化し、当該改造あるいは代船の前後で、異なるトン数階

層区分に属することとなり （１）で定める総トン数別承認隻数上限に増減が生じた、

ときは、その結果を速やかに関係機関に通知する。

４ 操業の承認をしない者

第２項の規定にかかわらず委員会により承認を取消され、その取消しの日から１年を

経過しない者

５ 承認の申請

（１）指示４９号の２のとらふぐはえ縄漁業に係る操業の承認（以下「承認」という ）。

を受けようとする者は、別表２に掲げる必要な書類を、原則として、所属する漁協を

通じて７月１５日までに委員会事務局（ 九州漁業調整事務所」をいう。以下「事務「

局」という ）に提出しなければならない。。

（２ （１）の提出期限以降に、承認を受けることを希望するに至った者については、必）

要書類の１０月３１日までの提出も認めるものとする。ただし、この場合の承認の開

始日は１２月１日とする。
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６ 承認期間中の承認の申請

次の各号のいずれかに該当する場合で、承認を受けようとする者は、別表２に揚げる

必要な書類を、事務局に提出しなければならない。

（１）承認を受けた者が、当該承認に係る期間中に、当該承認に係る船舶を当該承認に係

る規制海域においてとらふぐはえ縄漁業に使用することを廃止し、当該承認に係る期

間の残存期間につき、他の船舶について当該承認を申請する場合

（２）承認を受けた者が、当該承認に係る期間中に、当該承認に係る船舶が滅失し、又は

沈没したため、当該承認に係る期間の残存期間につき、他の船舶について当該承認を

申請する場合

（３）承認を受けた者から、当該承認に係る期間中に、当該承認に係る船舶を譲り受け、

借り受け、その返還を受け、その他相続又は法人の合併若しくは分割等の事由により

当該船舶を使用する権利を取得して当該承認に係る規制海域においてとらふぐはえ縄

漁業を営もうとする者が、当該承認に係る期間の残存期間につき、当該船舶について

承認を申請する場合

７ 承認証の書換交付の申請

承認を受けた者（共同経営、相続又は合併等により当該承認を受けた者の地位を承継

した者を含む ）は、承認証の記載事項に変更を生じたときは、別表２に掲げる必要な。

書類を、速やかに、事務局に提出しなければならない。

８ 承認証の再交付の申請

承認を受けた者は、承認証を亡失、又はき損したときは、別表２に掲げる必要な書類

を、速やかに、事務局に提出しなければならない。

９ 承認証の返納

承認を受けた者は、当該承認に係る期間が経過したとき、又は当該承認がその効力を

失い、若しくは取消されたときは、速やかに、その承認証を事務局に返納しなければな

らない。

１０ 届出

指示４９号の７の届出（以下「届出」という ）をしようとする者は、別表２に掲げ。

る必要な書類を、原則として、所属する漁協を通じて操業開始予定日の１月前までに事

務局に提出しなければならない。

１１ 変更の届出

届出をした者は、届出書の記載事項に変更が生じたときは、別表２に掲げる必要な書
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類を、速やかに、事務局に提出しなければならない。

１２ 漁獲成績報告書の様式及び提出期限

承認を受けた者及び届出を行った者は、様式第１１号又は様式第１２号による漁獲成

、 、績報告書を 指示４９号の２又は７に基づき操業した期間をまとめて４月３０日までに

事務局に提出しなければならない。

１３ 裏付け命令の申請

委員会は、国及び県の漁業取締機関から、指示４９号及び指示５０号に違反したこと

を現認し指導したが是正が期待できないとの報告を受けたときは、漁業法第６８条第４

項で準用する同法第６７条第８項の規定に基づき、農林水産大臣に対して、当該違反者

に当該委員会指示に従うべきことを命ずべき旨を申請する。

１４ 承認の取消

委員会は、承認を受けた者が、漁業法第６８条第４項で準用する同法第６７条第１１

項の規定に基づく農林水産大臣の命令に違反した場合は、承認を取消す。

別 表 １

総トン数別承認隻数上限

県 名
５トン以上１０トン未満 １０トン以上

山 口 県 ２０ 隻 ３８ 隻

福 岡 県 ３８ 隻 ４８ 隻

佐 賀 県 １６ 隻 ６ 隻

長 崎 県 ８６ 隻 ９ 隻

熊 本 県 １ 隻 ―

広 島 県 ３ 隻 ６ 隻
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別表２

代船 承継
記載事項
の変更

相続合併
出漁前
届出

変更の
届出

申請書又は届出書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

申請理由書 ○ ○ ○ ○ ○

漁船登録原簿謄本 △ △ △ △ △ △ △

船舶使用承諾書 △ △ △ △ △

代表者選定届 △ △ △ △ △

印鑑証明書 △ △ △ △ △ △

海難事故報告書写し △

廃業届 ○ ○

紛失届 △

相続相関図 △

相続同意書 △

戸籍謄本 △

合併契約書 △

旧承認証 △ ○ ○ ○ △

添付書類注釈
１．船舶使用承諾書は、申請に係る船舶が、自己所有船以外の場合に添付する。船名、船舶の使用期間、
使用権の種類、賃借権の額及びその他必要な事項が記載されているものとする。
２．代表者選定届は、共同経営の場合に添付する。
３．漁船登録原簿謄本は、申請者が当該申請に係る船舶について、漁船法第十条に規定する登録を受け
たものである旨の確認を都道府県から受けたときは、申請に当たり、原簿謄本の添付を省略することができ
る。なお、当該証明書の添付を要する場合は、証明後３ヶ月以内のものとする。
４．印鑑証明書は、所属する漁協を通じて申請する者においては、当該証明書の添付を省略することがで
きる。なお、当該証明書の添付を要する場合は、証明後３ヶ月以内のものとする。

（別表注）
１．承認申請書は、別紙様式第１号及び第１号の２によること。
２．書換申請書は、別紙様式第２号及び第１号の２によること。
３．再交付申請書は、別紙様式第３号及び第１号の２によること。
４．届出書は、別紙様式第４号及び第４号の２によること。
５．変更届出書は、別紙様式第５号及び第４号の２によること。
６．船舶使用承諾書は、別紙様式第６号によること。
７．代表者選定届は、別紙様式第７号によること。
８．廃業届は、別紙様式第８号によること。
９．紛失届は、別紙様式第９号によること。
10．相続同意書は、別紙様式第10号によること。
11．○印を付した書類は必須のものであり、△印を付した書類は添付書類注釈を参照し、該当する申請の
みに添付すること。

とらふぐはえ縄漁業承認申請等に必要な書類の一覧表

承認期間
前申請

承認期間中の申請 書換申請
再交付

届出
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様式第１号

とらふぐはえ縄漁業承認申請書

年 月 日

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長 殿

申請者住所

氏名（漁協又は法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 印

様式第１号の２に記載の者○○名が、日本海・九州西広域漁業調整委員会指示に基づく、と

らふぐはえ縄漁業について、次のとおり（関係書類を添えて）承認を申請します。

日本海・九州西広域漁業調整委員会指示に基づく、とらふぐはえ縄漁業について、様式

第１号の２に記載のとおり、関係書類を添えて承認を申請します。

様式第１号の２に記載された申請者の漁船登録に関する記載事項について、漁船原簿の記

載内容と相違がないことを確認した。

平成 年 月 日

確認者：職 ・ 氏名 ㊞

備考：用紙は、日本工業規格Ａ４とする。
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様式第１号の２

漁業の方法

船名
漁船登録
番号

船舶
総トン数

使用権 浮縄、底縄

（変更前）

（変更後）

〔備考〕 １．使用権の種類は、自己所有船、使用貸借権、賃借権のうち、該当するものを記入すること。
２．漁業の方法は、該当するものを記入すること。
３．主な操業区域は、別図の区分（Ａ海域、Ｂ海域、Ｃ海域、Ｄ海域、Ｅ海域）を記入すること。
４．１枚で記入できない場合は、適宜追加して記入すること。
５．書換申請の場合は、二段書きとし、変更前を上段に、変更後を下段に記入すること。
６．再交付申請の場合は、備考欄に再交付の原因を記入すること。

主な漁獲物等陸揚港 申請者証明印 備考承認番号
氏名(法人にあっ
ては、名称及び
代表者の氏名）

申請者住所
使用する船舶

漁業根拠地 主な操業区域
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様式第２号

とらふぐはえ縄漁業承認書換申請書

年 月 日

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長 殿

申請者住所

氏名（漁協又は法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 印

年 月 日付けで提出したとらふぐはえ縄漁業承認申請書の記載事項に様式第

１号の２のとおり変更が生じたので、（関係書類を添えて）申請します。

様式第１号の２に記載された申請者の漁船登録に関する記載事項について、漁船原簿の記

載内容と相違がないことを確認した。

平成 年 月 日

確認者：職 ・ 氏名 ㊞

備考：用紙は、日本工業規格Ａ４とする。
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様式第３号

とらふぐはえ縄漁業承認証再交付申請書

年 月 日

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長 殿

申請者住所

氏名（漁協又は法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 印

様式第１号の２に係るとらふぐはえ縄漁業の承認証について、再交付を申請します。

備考：用紙は、日本工業規格Ａ４とする。
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様式第４号

とらふぐはえ縄漁業出漁届出書

年 月 日

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長 殿

届出者住所

氏名（漁協又は法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 印

様式第４号の２に記載の者○○名が、日本海・九州西広域漁業調整委員会指示に基づく、と

らふぐはえ縄漁業の規制海域に出漁しますので、次のとおり（関係書類を添えて）届け出します。

日本海・九州西広域漁業調整委員会指示に基づく、とらふぐはえ縄漁業の規制海域に

出漁しますので、様式第４号の２に記載のとおり、関係書類を添えて届け出します。

様式第４号の２に記載された届出者の漁船登録に関する記載事項について、漁船原簿の記

載内容と相違がないことを確認した。

平成 年 月 日

確認者：職 ・ 氏名 ㊞

備考：用紙は、日本工業規格Ａ４とする
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様式第４号の２

漁業の方法

船名
漁船登録

番号
船舶

総トン数
浮縄、底縄

（変更前）

（変更後）

〔備考〕 １．漁業の方法は、該当するものを記入すること。
２．主な操業区域は、別図の区分（Ａ海域、Ｂ海域、Ｃ海域、Ｄ海域、Ｅ海域）を記入すること。
３．１枚で記入できない場合は、適宜追加して記入すること。
４．変更届の場合は、二段書きとし、変更前を上段に、変更後を下段に記入すること。

備考届出者証明印届出番号
氏名(法人にあっ
ては、名称及び
代表者の氏名）

届出者住所 主な漁獲物等陸揚港
使用する船舶

主な操業区域
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様式第５号

とらふぐはえ縄漁業出漁変更届出書

年 月 日

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長 殿

届出者住所

氏名（漁協又は法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 印

様式第年 月 日付けで届け出たとらふぐはえ縄漁業出漁届出書の記載事項に

のとおり変更が生じたので、関係書類を添えて届け出します。４号の２

様式第４号の２に記載された届出者の漁船登録に関する記載事項について、漁船原簿の記

載内容と相違がないことを確認した。

平成 年 月 日

確認者：職 ・ 氏名 ㊞

備考：用紙は、日本工業規格Ａ４とすること。
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様式第６号

船舶使用承諾書

年 月 日

住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 殿

住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 印

貴殿が下記の船舶をとらふぐはえ縄漁業に使用することを承諾します。

記

１ 漁船登録番号

２ 船 名

３ 船舶総トン数

４ 使用権の種類 使用貸借権

賃 借 権（賃借料） （月 円也）

５ 使用期間 年 月 日 から 年 月 日まで

備考：１．用紙は、日本工業規格Ａ４にすること。

２．賃借料が定額でない場合は、理由を付すこと。
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様式第７号

代 表 者 選 定 届

年 月 日

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長 殿

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 印

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 印

下記の者を 丸に係るとらふぐはえ縄漁業の共同経営者の代表者に選定したの

で、届け出します。

記

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

備考：用紙は日本工業規格Ａ４とする。
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様式第８号

廃 業 届

年 月 日

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長 殿

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 印

下記の船舶はとらふぐはえ縄漁業に使用することを廃止します。

記

１ 船 名

２ 船舶総トン数

３ 漁船登録番号

４ 承 認 番 号

備考：用紙は日本工業規格Ａ４とする。
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様式第９号

紛 失 届

年 月 日

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長 殿

申請者住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 印

下記の船舶に係るとらふぐはえ縄漁業の承認証を紛失したので、関係書類を添えて届け

出します。

記

１ 船 名

２ 船舶総トン数

３ 漁船登録番号

４ 承 認 番 号

５ 紛失の原因

備考：用紙は日本工業規格Ａ４とする。

47



様式第１０号

相 続 同 意 書

年 月 日

殿

住所

氏名又は名称 印

下記のとらふぐはえ縄漁業について、貴殿が相続することに同意いたします。

記

１ 漁 業 の 名 称

２ 漁船登録番号

３ 船 名

４ 船舶総トン数

備考：用紙は、日本工業規格Ａ４とすること。
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様式第１１号

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

小 極小

(30.1cm以上～34.9㎝以下) (30.0cm以下)

(625.1ｇ以上～699ｇ以下) (625ｇ以下)

尾数 ｋｇ 尾数 ｋｇ 尾数 尾数 尾数

１．この報告書は、操業期間中、毎日記入すること。

２．この報告書は、指示４９号の２に基づき操業した期間分をまとめて４月３０日までに、事務局に報告すること。

３．氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。

４．操業位置の欄には、1日に２回以上操業した場合は操業ごとに主要漁場位置を農林漁区の小漁区まで記入すること。

５．漁獲量の欄には、1日に２回以上操業した場合は操業ごとに大、中、小の銘柄別に尾数単位で記入し、水揚げした日はとらふぐの大、中、小の銘柄別に

　重量をkg単位で記入すること。

６．漁獲がない場合は０を記入する。

７．再放流尾数の欄には、1日に２回以上操業した場合は操業ごとに小及び極小の銘柄別に尾数を記入する。

とらふぐはえ縄漁業漁獲成績報告書（承認船）

報告日：平成　　年　　月　　日

漁 業 者 住 所

漁業者氏名又は名称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

承 認 番 号 船　名 総トン数 漁船登録番号 １鉢の使用針数

とらふぐ再放流尾数

大 中 小

(45㎝以上）

ｋｇ

月日 操業位置 漁法
使用
鉢数

とらふぐ漁獲量（尾数・ｋｇ）

(35㎝以上～44.9㎝以下) (30.1cm以上～34.9㎝以下)

（1.5㎏以上） (700ｇ以上～1.49㎏以下) (625.1ｇ以上～699ｇ以下)

備考
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様式第１２号

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

小 極小

(30.1cm以上～34.9㎝以下) (30.0cm以下)

(625.1ｇ以上～699ｇ以下) (625ｇ以下)

尾数 ｋｇ 尾数 ｋｇ 尾数 尾数 尾数

１．この報告書は、操業期間中、毎日記入すること。

２．この報告書は、指示４９号の２に基づき操業した期間分をまとめて４月３０日までに、事務局に報告すること。

３．氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。

４．操業位置の欄には、1日に２回以上操業した場合は操業ごとに主要漁場位置を農林漁区の小漁区まで記入すること。

５．漁獲量の欄には、1日に２回以上操業した場合は操業ごとに大、中、小の銘柄別に尾数単位で記入し、水揚げした日はとらふぐの大、中、小の銘柄別に

　重量をkg単位で記入すること。

６．漁獲がない場合は０を記入する。

７．再放流尾数の欄には、1日に２回以上操業した場合は操業ごとに小及び極小の銘柄別に尾数を記入する。

とらふぐはえ縄漁業漁獲成績報告書（届出船）

報告日：平成　　年　　月　　日

漁 業 者 住 所

漁業者氏名又は名称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

届出年月日 船　名 総トン数 漁船登録番号 １鉢の使用針数

とらふぐ再放流尾数

大 中 小

(45㎝以上）

ｋｇ

月日 操業位置 漁法
使用
鉢数

とらふぐ漁獲量（尾数・ｋｇ）

(35㎝以上～44.9㎝以下) (30.1cm以上～34.9㎝以下)

（1.5㎏以上） (700ｇ以上～1.49㎏以下) (625.1ｇ以上～699ｇ以下)

備考
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（記載例）

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

平成２９年９月１日～平成３０年４月５日

小 極小

(30.1cm以上～34.9㎝以下) (30.0cm以下)

(625.1ｇ以上～699ｇ以下) (625ｇ以下)

尾数 ｋｇ 尾数 ｋｇ 尾数 尾数 尾数

10.1   223-2 30 1 3 2 1 1

2   223-6 20 0 2 3 0 0

3   224-7 30 2 5 1 0 1

  〃   224-6 40 0 0 4 1 0

4   991-3 20 5 2 2 0 0

5   982-2 20 3 5 3 1 2

6 33.0 20.4

10   223-5 30 3 1 2 2 1

  〃   223-4 30 0 0 1 0 0

12   224-3 40 2 1 2 0 2

13   224-6 20 0 5 4 0 3

14 17.5 9.1

20   991-2 20 0 0 0 3 0

21   991-3 40 0 2 2 0 0

22   223-1 40 3 1 6 1 3

23   223-2 30 2 2 3 0 0

１．この報告書は、操業期間中、毎日記入すること。

２．この報告書は、指示４９号の２に基づき操業した期間分をまとめて４月３０日までに、事務局に報告すること。

３．氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。

４．操業位置の欄には、1日に２回以上操業した場合は操業ごとに主要漁場位置を農林漁区の小漁区まで記入すること。

５．漁獲量の欄には、1日に２回以上操業した場合は操業ごとに大、中、小の銘柄別に尾数単位で記入し、水揚げした日はとらふぐの大、中、小の銘柄別に

　重量をkg単位で記入すること。

６．漁獲がない場合は０を記入する。

７．再放流尾数の欄には、1日に２回以上操業した場合は操業ごとに小及び極小の銘柄別に尾数を記入する。

 〃  

 〃  

備考

底縄

 〃  

5.8

 〃  

〃

9.0

 〃  

 〃  

 〃  

 〃  

 〃  

浮縄

 〃  

 〃  

(45㎝以上）

ｋｇ

月日 操業位置 漁法
使用
鉢数

とらふぐ漁獲量（尾数・ｋｇ）

(35㎝以上～44.9㎝以下) (30.1cm以上～34.9㎝以下)

（1.5㎏以上） (700ｇ以上～1.49㎏以下) (625.1ｇ以上～699ｇ以下)

１鉢の使用針数

とらふぐ再放流尾数

大 中 小

とらふぐはえ縄漁業漁獲成績報告書（承認船）

報告日：平成３０年４月２０日

漁 業 者 住 所 山口県萩市山川町１番２号

漁業者氏名又は名称 山口太郎

広委第1001号 第８やまぐち丸 １０トン ＹＧ２－１２３ ８０針

承 認 番 号 船　名 総トン数 漁船登録番号
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（参考）

現行

１  対象漁業種類 ふぐはえ縄漁業

２　対象海域 九州・山口北西海域（有明海及び瀬戸内海を除
く）

３  目標 短期目標： 資源量の現状維持に努める。
中長期目標：資源量の維持・回復を図りながら、
平成18年（2006年）漁期の水準まで回復させるこ
とに努める。

４　広域資源管理の
ために講じる措置
（１）漁獲努力量削
減
①休漁期間

Ａ海域　浮縄：3/21～12/ 9 、底縄：4/ 1～ 8/31
Ｂ海域　浮縄：3/21～11/30、底縄：4/ 1～ 8/31
Ｃ海域　浮縄：3/21～ 9 /30、底縄：4/ 1～ 9/30
Ｄ海域　浮縄：4/ 1 ～10/31、底縄：4/ 1～10/31
Ｅ海域　浮縄：4/ 6 ～11/ 5 、底縄：4/ 6～11/ 5

②小型魚の再放流 全長２５㎝以下

③操業の承認・届出 ・届出（総トン数5トン未満）
・承認（総トン数5トン以上）
県ごとに承認隻数の上限を設定。

（２）資源培養措置 加入量の増加に大きく寄与する種苗放流につい
ては、関係県（関係漁業者）及び九州海域栽培
漁業協議会と国は連携・協力しながら、放流効
果を高めるために適地（天然稚魚の成育場）に
適正サイズの健全種苗放流を推進。

（３）漁場保全 水産資源の保全と持続的利用に資する観点か
ら、漁場環境の改善のための海底耕耘や漁場
機能の維持管理を図るための海底清掃(投棄漁
具等の回収)を実施。

（４）その他 　上記措置に加え、産卵期の親魚の保護、総針
数の制限、再放流サイズの大型化等の措置を、
漁業経営への影響に考慮しつつ、導入可能なも
のから、随時、自主的な措置として取り組んでい
くこととする。

県名 措置 取組内容

山口県 親魚再放流 定置網に入った産卵親魚の買
取再放流

福岡県 再放流 35cm以下再放流（１月～３月）

５　実施期間 平成２６年４月１日～平成２９年４月３０日

九州・山口北西海域トラフグ広域資源管理方針概要新旧対照表

現行どおり

現行どおり

現行どおり

平成２９年５月１日～平成３３年４月３０日

現行どおり

全長３０㎝以下

改正案

現行どおり

現行どおり

平成27年10月に開催された「トラフグ資源管理検討会
議」において関係府県間で了承された当面の管理目標
である、平均資源量960トン（2015年資源評価における
2002年から2014年までの平均資源量）までの資源回復
を目指して10年前後を一区切りとして取り組むこととす
る（中間的には５年前後を目安に875トン程度への資源
回復を目指す。）。

　上記措置に加え、産卵期の親魚の保護、総針数の制
限、再放流サイズの大型化等の措置を、漁業経営への
影響に考慮しつつ、導入可能なものから、随時、自主的
な措置として取り組んでいくこととする。
　また、卓越的な発生があった場合は、緊急的な取り組
みとして、更なる漁獲努力量の抑制・削減に努めること
とする。

【上記措置以外の自主的取組措置】
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九州・山口北西海域トラフグ広域資源管理方針の概要

広域に分布・回遊するトラフグ資源の維持回復のため複数県の
関係漁業者等が連携・協力する「広域資源管理」の取組が必要

１．資源の現状及び広域資源管理の必要性

・南風泊市場の取扱量から漁獲量の推移を
推定すると、平成9年以降極めて低水準。

２．資源管理方針の目標

・漁業経営への影響等を考慮しつつ、10年前後を一区切りとして平均資源量960トン※

までの資源回復を目指す。（中間的に5年前後で875トン目安）

（平成29年5月1日～平成33年4月30日、必要に応じて見直し）

３．「トラフグ広域資源管理検討会議」の設置

・資源状況や資源管理措置の実施状況、漁獲量等の把握を行い、広域資源管理方針
の作成・見直し等を行う。

・平成26年の推定資源量は790トンで、資源
水準は低位減少。

推定資源量の推移
南風泊市場トラフグ取扱量の推移

（※ 2015年資源評価における2002年から2014年までの平均資源量）
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４．広域資源管理のために講じる措置

①休漁期間の設定

ア．Ａ海域 浮縄：3月21日～12月 9日
底縄：4月 1日～ 8月31日

イ．Ｂ海域 浮縄：3月21日～11月30日
底縄：4月 1日～ 8月31日

ウ．Ｃ海域 浮縄：3月21日～ 9月30日
底縄：4月 1日～ 9月30日

エ．Ｄ海域 浮縄：4月 1日～10月31日
底縄：4月 1日～10月31日

オ．Ｅ海域 浮縄：4月 6日～11月 5日
底縄：4月 6日～11月 5日

○漁獲努力量の削減措置

②全長制限
・全長30㎝以下の小型魚再放流

④その他自主的な措置

・産卵期の親漁保護等、導入可能なもの
から随時取り組む。

・卓越的発生時の緊急的な取組として、
更なる漁獲努力量の抑制・削減に努める。

（対象漁業：ふぐはえ縄漁業）

③操業の承認及び届出
・５トン以上のとらふぐはえ縄漁船は承認
・５トン未満のとらふぐはえ縄漁船は届出

・海底耕耘や海底清掃等を実施・適地に適正サイズの健全種苗を放流

○資源の積極的培養措置 ○漁場環境保全措置

広域漁業調整委員会指示

実効性を担保
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九州・山口北西海域トラフグ広域資源管理方針

平成29年2月9日作成

１ はじめに

九州・山口北西海域に広域に分布・回遊するトラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群（以下、単

に「トラフグ」という ）の資源を回復させるため、平成17年度（2005年度）から平成28年度(2016年。

度)の間、資源回復計画(平成17年度～平成23年度)や広域資源管理方針(平成24年度～平成29年4月)に

基づく取組（休漁期間の設定、漁船の承認制(隻数上限)・届出制導入、小型魚保護等）を、関係漁業

者、関係県、研究機関及び水産庁間において連携・協力して実施してきたところである。しかしなが

ら、依然として資源量は低位水準で減少傾向にあり、引き続き資源管理に取り組むことが不可欠とな

っていることから、今回、平成29年5月以降の九州・山口北西海域トラフグ広域資源管理方針を作成

する。

２ 資源の現状と広域資源管理の必要性

（１）資源の特性と資源水準等の現状

① 資源の特性

九州・山口北西海域のトラフグは、日本海沿岸、九州北西岸の福岡湾、有明海及び瀬戸内海沿岸

等で春に産卵し、稚仔魚は産卵場周辺を生育場として成長に伴って広域に移動しながら日本海、東

シナ海、黄海へと分布・回遊する「日本海・東シナ海・瀬戸内海系群」の資源である。

雄は2歳、雌は3歳で成熟し、我が国沿岸に向けて産卵回遊して、3月から6月にかけ沿岸域の水深

30～50ｍ程度の潮流が早く、粗い砂や小石が卓越する海底で産卵する（図1参照 。）

トラフグの年齢と全長の関係については調査海域によって異なるが、トラフグの脊椎骨の輪紋に

よる年齢査定では、1歳で28cm、5歳で52cmに達する（図2参照 。）

出典：平成27年度トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群の資源評価

図1 分布域と産卵場
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出典：平成27年度トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群の資源評価

図2 年齢と成長

② 資源水準の現状

トラフグの推定資源量は、平成14年(2002年)から平成25年(2013年)まで924トンから1,106トンの

間でおおむね横ばいで推移したが、平成26年(2014年)は790トンに減少した。長期の漁獲量の指標

の推移から資源水準は低位であり、推定資源量の推移から資源動向は減少傾向であると考えられる

(図3参照)。

資源回復計画スタート 資源管理方針スタート

出典：平成27年度トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群の資源評価

図3 推定資源量の推移

③ 漁獲量の推移

本系群の長期漁獲量データは存在しない。主要取扱市場である下関唐戸市場株式会社南風泊市場

（以下「南風泊市場」という ）のトラフグの取扱量から漁獲量の推移を推定すると、平成9年(199。

7年)以降極めて低水準にあることがわかる（図4参照 。）

関係府県が把握している平成14年(2002年)以降の漁獲量は、平成14年(2002年)の361トンから変
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動しながら減少しており、平成26年(2014年)は219トンであった。

また、九州･山口北西海域での漁獲量は、系群全体の約半分を占め、系群全体と同様の傾向で変

動している（参照：図5 。）

なお、近年の再生産成功率の低下等に加え、昭和55年(1980年)以降の好景気によりトラフグの価

格が高騰したことや浮はえ縄（以下「浮縄」という ）の導入により小型のはえ縄漁船が急増した。

こと、さらに、冷凍技術の発達により、需要が減る春以降においても漁獲物の保存が可能となり、

従来はトラフグを漁獲対象としていなかった地域でも、産卵のために接岸したトラフグを漁獲する

ようになったこと（すなわち、漁獲圧が高まったことにより資源量が減少したこと）が、現在の漁

獲量減少の要因と考えられる。

資料：下関唐戸市場(株)「魚種別取扱高表」

図4 南風泊市場（山口県下関市）トラフグ取扱量の推移

出典：平成27年度トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群の資源評価

※うち九州・山口北西海域の漁獲量(有明海、八代海、福岡湾の０歳魚を除く。)については瀬戸内海区水産研究所

において作成

図5 漁獲量の推移
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（２）広域資源管理の必要性

トラフグ資源については、これまでの取組により資源の維持回復を図ってきたが、依然として

低位水準で減少傾向にあるため、引き続き資源管理に取り組むことが不可欠となっている。

また、平成26年3月に水産庁に設置された「資源管理のあり方検討会」の取りまとめ（平成26

年7月）に基づき、平成26年11月に20府県の関係漁業者等が一堂に会して「トラフグ資源管理検

討会議」が開催されるとともに、海域毎に作業部会が設置され、この作業部会において資源回復

に向けた取組が検討されているところである。

以上を踏まえ、平成29年5月以降も、九州・山口北西海域において、引き続き関係漁業者、関

係県、研究機関及び国が連携・協力する「広域資源管理」の取り組みが必要である。

３ 資源の利用と資源管理等の現状

（１）関係漁業等の現状

① 関係漁業の現状

、 、 、 、 、 （ 「 」 。）トラフグは 主に山口県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県及び広島県 以下 関係県 という

の浮縄及び底はえ縄（以下「底縄」という ）によるふぐはえ縄漁業で漁獲され、また、沿岸域に。

おいては産卵親魚や若齢魚が定置網、底びき網、釣り及び刺網等で漁獲されている。

ふぐはえ縄漁業の漁場は東シナ海・黄海及び五島灘から山陰に至る日本海であるが、昭和63年(1

988年)以降は漁獲の減少や中国、韓国漁船の台頭により東シナ海・黄海の漁場から閉め出されたこ

となどから、近年は五島灘から山陰に至る日本海が主漁場となっている。

これら関係漁業においては、平成17年度(2005年度)から「九州・山口北西海域トラフグ資源回復

計画」に取り組み、操業隻数の制限、期間休漁、小型魚の保護などの漁獲努力量の削減措置を実施

している。

② 漁獲金額の推移

西日本各地で水揚げされたトラフグは各地市場にも出荷されるが、大部は南風泊市場へ活魚トラ

ックで輸送されるか、同市場に直接水揚げされる。同市場では、東シナ海及び日本海産のものを外

海産、瀬戸内海及び遠州灘・伊勢湾産のものを内海産と呼び、区別して取り扱っている。

同市場の取扱金額は、図6で示されているとおり、平成元年(1989年)は67億円であったが、その

後、漁獲量の減少、魚価安で急激に減少し、近年は10億円以下の水準となっている。
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資料：下関唐戸市場(株)「魚種別取扱高表」

図6 南風泊市場（山口県下関市）における外海産トラフグの取扱金額の推移

③ 漁業形態及び経営の現状

ふぐはえ縄漁船には、はえ縄漁業だけを営む専業船と時期により他種漁業も営む兼業船がある。

また、専業船は季節・漁場等によりトラフグ以外にも、サバフグ、マフグ等も漁獲対象としている

が、いずれの場合もトラフグ資源の急激な減少により厳しい経営を強いられている。

操業形態は漁船規模によって異なり、19トン型船は3～6人の乗組員、10トン未満船は1～3人の乗

組員が普通で、航海日数は操業海域によって異なる。

④ 消費と流通の現状

九州・山口北西海域で漁獲されたトラフグの大部分は山口県下関市の南風泊市場に集荷され、主

としてフグ刺・フグちりなどの高級食材に加工され全国に出荷されている。

また、近年の価格変動を見ると、全国的な魚価の低迷、国産養殖トラフグの安定供給及び中国産

養殖トラフグの輸入増加等の影響により、平成11年(1999年)には10,863円／㎏であったものが、平

成27年(2015年)には 5,195円／㎏と大幅に下落している（南風泊市場における外海産トラフグの

年間平均単価 。）

（２）資源管理等の現状

① 関係漁業の主な資源管理措置

九州・山口北西海域におけるとらふぐはえ縄漁業においては、山口県、福岡県、佐賀県及び長崎

県の4県の漁業者で構成される西日本延縄漁業連合協議会が、操業期間の設定や小型魚の再放流等

自主的な資源管理の取組を行うとともに、操業秩序の維持にも努めている。

また、広域資源管理方針における資源管理措置（漁船の承認制（隻数上限 、届出制による操業）

管理とともに、海域を定め漁法毎の操業期間制限、小型魚の再放流）の実効性を担保するため、広

域漁業調整委員会指示をしている（表1参照 。）
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表1 とらふぐはえ縄漁業の承認及び届出状況 (単位：隻)

区分 承認隻数 承 認 隻 数 届 出 隻 数
上限 合 計

3ﾄﾝ未満年度 計 10ﾄﾝ 5 10ﾄﾝ 計 3 5ﾄﾝ以上 ～ ～

2016*1 ２７１ １６７ ８３ ８４ ６３ ５９ ４ ２３０

2015 ２７１ １６９ ８５ ８４ ６４ ６０ ４ ２３３

2014 ２７１ １７６ ８７ ８９ ６４ ６０ ４ ２４０

2013 ２７１ １８５ ８９ ９６ ６９ ６５ ４ ２５４

2012 ２７１ １９１ ９１ １００ ９３ ８６ ７ ２８４

2011 ２７１ ２０７ ９７ １１０ ９８ ９０ ８ ３０５

2010 ２７１ ２１６ ９８ １１８ １１３ １０４ ９ ３２９

2009 ２７１ ２３２ １００ １３２ １３３ １２１ １２ ３６５

2008 ２７１ ２５７ １０５ １５２ １４８ １３７ １１ ４０５

承 認 隻 数 届 出 隻 数
合 計

3ﾄﾝ未満10トン以上 計 5 10ﾄﾝ 3 5ﾄﾝ～ ～

2007 １０７ ３２４ １６４ １４６ １４ ４３１

2006 １１４ ３１５ １５５ １４５ １５ ４２９

2005 １１８ ３３８ １６６ １５６ １６ ４５６

※ 本計画開始時は10トン以上の漁船に対して承認を実施していたが、2008年度から5トン以上の漁船とし、併せて承認隻数の上限

が設けられた。

*1 2016年度は12月1日現在の隻数

② 遊漁の現状

トラフグは、遊漁により関門海峡において採捕されているという情報があるが、その採捕数量に

ついては不明である。

③ 資源の積極的培養措置

関係県により積極的な種苗放流が実施されており、平成23年度(2011年度)から平成27年度（2015

年度）までの5カ年間の関係県による種苗放流実績は8,348千尾（平均1,670千尾/年）となっている

(表2参照)。

表2 各県のトラフグ種苗放流実績 （単位：千尾）

年 ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５

５６１ ４９５ ６１０ ５０６ ５４３山 口 県

福 岡 県 ６９４ ３１７ ２５２ ４８９ ４９０

佐 賀 県 ６８ ６９ ６３ ６６ ６８

長 崎 県 ６９５ ６２５ ６９５ ３９２ ５１４

熊 本 県 ４５ ５０ ３１ ３２ ３６

広 島 県 － － － － －

計 ２，０６３ １，５５７ １，５９１ １，４８６ １，６５１
資料：各県からの報告

注：放流海域は瀬戸内海、豊後水道及び有明海を含む。
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④ 漁場環境の保全措置

産卵場・幼稚魚育成場は瀬戸内海、有明海等を中心とした西日本各地の沿岸で確認されており、

佐賀県においては、生育場の環境を改善するため、海底耕耘・清掃を実施している。

また、トラフグは成長と共に沖合域に分布域を広め回遊する生態であることから、漁場機能の維

持管理を図るため、山口県、福岡県、長崎県及び佐賀県では、外国はえ縄漁船の操業に伴う投棄漁

具等の回収作業にも積極的に取り組んでいる。

４ 広域資源管理方針の目標

トラフグ資源の回復に向け休漁、産卵親魚や小型魚の保護等に取り組んできたところであるが、資源

水準の動向は、依然として低位減少傾向にある。

このため、引き続き、漁業経営への影響等を考慮しながら、資源管理の取組等を推進することとし、

平成27年10月に開催された「トラフグ資源管理検討会議」において関係府県間で了承された当面の管理

目標である、平均資源量960トン（2015年資源評価における2002年から2014年までの平均資源量）まで

の資源回復を目指し、10年前後を一区切りとして取り組むこととする（中間的には5年前後を目安に875

トン程度への資源回復を目指す 。。）

５ 広域資源管理のために講じる措置

（１）漁獲努力量の削減措置

トラフグを採捕するとらふぐはえ縄漁業について、次の漁獲努力量の削減措置を実施し、必要に応

じて見直しを行うこととする（図7参照 。）

① 休漁期間

ア Ａ海域においては、

浮縄は 3月21日から12月 9日の間は休漁とする。

底縄は 4月 1日から 8月31日の間は休漁とする。

イ Ｂ海域においては、

浮縄は 3月21日から11月30日の間は休漁とする。

底縄は 4月 1日から 8月31日の間は休漁とする。

ウ Ｃ海域においては、

浮縄は 3月21日から 9月30日の間は休漁とする。

底縄は 4月 1日から 9月30日の間は休漁とする。

エ Ｄ海域においては、

浮縄は 4月 1日から10月31日の間は休漁とする。

底縄は 4月 1日から10月31日の間は休漁とする。
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オ Ｅ海域においては、

浮縄は 4月 6日から11月 5日の間は休漁とする。

底縄は 4月 6日から11月 5日の間は休漁とする。

注：海域の定義は、別表のとおり。

② 全長制限（小型魚の再放流）

資源保護対策として、全長30㎝以下の小型魚は再放流することとする。

③ 操業の承認及び届出

日本海・九州西広域漁業調整委員会の指示に基づき、総トン数5トン以上のとらふぐはえ縄漁船

については、県ごとに承認隻数の上限を設定し、同委員会の承認を受けるものとする。

また、同指示により、5トン未満のとらふぐはえ漁船は、同委員会に届出を行うものとする。

④ 上記措置に加え、産卵期の親魚の保護、総針数の制限、再放流サイズの大型化等の措置を、漁

業経営への影響に考慮しつつ、導入可能なものから、随時、自主的な措置として取り組んでいく

こととする。また、卓越的な発生があった場合は、緊急的な取組として、更なる漁獲努力量の抑

制・削減に努めることとする。

【上記措置以外の自主的取組措置】

県名 措 置 取 組 内 容

山口県 親魚再放流 定置網に入った産卵親魚の買取再放流

福岡県 再放流 35cm以下再放流（1月～3月）
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図7 九州・山口北西海域トラフグ資源管理方針対象海域

（２）資源の積極的培養措置

南風泊市場での外海銘柄取扱量の約10～20％が放流魚で占めていることや各種標識再捕調査及び

資源評価の結果から、トラフグの種苗放流は資源への添加効率が高く、種苗放流を行わなければ、

資源は更に減少すると考えられる（図8参照 。）

このため、加入量の増加に大きく寄与する種苗放流を推進する観点から、関係県（関係漁業者）

及び九州海域栽培漁業推進協議会は水産庁と連携・協力しながら 放流効果を高めるために適地 天、 （

然稚魚の成育場）において適正サイズの健全種苗を放流することとする。
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資料：瀬戸内海区水産研究所作成

図8 南風泊市場（山口県下関市）における外海産トラフグ取扱量に占める放流魚の割合

（３）漁場環境の保全措置

水産資源の保全と持続的利用に資する観点から、漁場環境の改善のための海底耕耘や漁場機能の

維持管理を図るための海底清掃(投棄漁具等の回収)を実施することとする。

６ 漁獲努力量の削減措置及びその効果に関する公的担保措置

本方針に基づくとらふぐはえ縄操業の承認、操業期間の制限等の漁獲努力量削減措置については、漁

業法（昭和24年法律第267号）に基づく日本海・九州西広域漁業調整委員会指示により、その実効性を

担保することとする。

７ 広域資源管理のために講じる措置に対する支援策

（１）漁獲努力量の削減措置に関する経営安定策

広域資源管理方針の実施に伴う休漁等による漁業経営に与える影響を緩和するための支援措置とし

て、資源管理・漁業経営安定対策制度の活用を図る。

（２）資源の積極的培養措置に対する支援措置

水産庁及び関係県は、５（２）に掲げる措置を積極的に推進する。

（３）漁場環境の保全に対する支援措置

水産庁及び関係県は、５（３）に掲げる措置を積極的に推進する。
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８ 広域資源管理の実施に係る進行管理

（１）トラフグ広域資源管理検討会議の設置

① トラフグの広域資源管理を関係漁業者、関係県等が連携・協力して実施するため、関係者が一

堂に会して、資源水準、漁業経営等を踏まえた「広域資源管理方針」の検討、作成及び見直しを

行うことを目的とした「トラフグ広域資源管理検討会議」を設置する。

② 構成員は、関係県の行政・研究機関及び漁業者代表、西海区水産研究所、瀬戸内海区水産研究

所並びに九州漁業調整事務所とする。

③ 事務局は、九州漁業調整事務所とする。

④ 構成員以外の県等の会議出席については、本会議の構成員で協議する。

（２）進行管理に必要な情報の収集

① 関係漁業者、関係県及び水産庁は、資源管理措置の実施状況、漁獲量等の把握を行う。

② 水産庁と関係県は連携して、資源状況の把握を行う。

（３）進行管理に関する組織体制

９ 広域資源管理方針の取扱い

（１）九州・山口北西海域トラフグ広域資源管理方針は、関係県（関係漁業者）間の合意文書とし、九

州漁業調整事務所長を立会人とする。また、広域資源管理方針は、日本海・九州西広域漁業調整委

員会へ報告する。

（２）九州・山口北西海域トラフグ広域資源管理方針の実施期間は、平成29年(2017年)5月1日から平成

33年（2021年）4月30日までとし、必要に応じて見直しを行う。

（３）広域資源管理方針は、県資源管理指針に反映させる。

１０ その他

（１）トラフグの資源状況が依然として悪いことから、トラフグ資源の回復に向け、本系群に関わる他

海域でのトラフグ漁業者等（関係府県、研究機関を含む）と連携・協力しながら、漁業実態の把握
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や今後の資源管理の方向性等について検討していくこととする。

（２）本方針における資源管理の取組にあたっては、必要に応じて南風泊市場等関係機関に対しても協

力を呼びかけることとする。

別表

Ａ海域 最大高潮時海岸線上島根山口両県界から北西の線以東の海域。

Ｂ海域 長崎県壱岐市以北の東経１２９度４０分以東及び長崎県壱岐市筒城埼突端

から佐賀県唐津市神集島北端を経て佐賀県唐津市浜崎の最大高潮時海岸線

に至る線以東の海域。ただし、Ａ海域を除く。

Ｃ海域 長崎県壱岐市以北の東経１２９度４０分以西及び長崎県壱岐市筒城埼突端

から佐賀県唐津市神集島北端を経て佐賀県唐津市浜崎の最大高潮時海岸線

に至る線以西の海域。ただし、Ｄ海域及びＥ海域を除く。

Ｄ海域 北緯３３度０４分の線、北緯３３度３０分の線、東経１２９度１０分の線

及び東経１２９度２０分の線により囲まれた海域。

Ｅ海域 長崎県長崎市大立神灯台より熊本県天草市魚貫埼を結ぶ線以東の海域。

規制海域：熊本県天草市魚貫埼と長崎県五島市富江町笠山鼻を結ぶ線及び長崎県五島市

富江町笠山鼻正西の線以北、最大高潮時海岸線上島根山口両県界から正北の

線以西の日本海及び東シナ海の海域のうち我が国の排他的経済水域、領海及

び内水（内水面を除く 。ただし、漁業法施行令（昭和２５年政令第３０号））

第２７条に規定する瀬戸内海、有明海及び八代海等を再生するための特別措

置に関する法律（平成１４年法律第１２０号）第２条に規定する有明海及び

八代海を除く。
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